

































































































































































































































































































































































































































（30）  池本征男「申告納税制度の理念とその仕組み」税大論叢32号 p108
（31）  四方田彰「無申告加算税の賦課と『正当な理由』の有無」『税理』54巻13号平成23年10月p31
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な状況下で『正当な理由』が認められるためには，すべての資料を提示した上で，税務署等
から文書等での正式回答を得た内容が，さらに無申告を是認するかのような誤解を与える
指導や回答であるといった前提が必要である。そのような状況下でなければ，税法の不知
や誤解に基づき，申告期限内に納税申告書の提出がなかったことについての『正当な理由』
が認められることは困難であるといわざるを得ない。」（32）としており，税務署等から文書等
で正式回答を得るといったことは実務上困難であることを指摘している。
正当な理由について林仲宣氏は，「正当な理由は，正当性自体があいまいな概念であり，
正当性の議論も立場により相反することから，統一的な基準，規範，定義等を構築するこ
とは難しい。結局，個別事例に当たり，納税者の主張に対する課税庁の反論と裁判所の見
解をみることで，正当な理由が容認される事情を理解し，その結果を踏まえて正当な理由
が許容される範囲と限界を模索することが，唯一の方法といえよう。」（33）として個別に事情
を理解すべきと述べている。
また，岸田貞夫氏及び大野千寿子氏は，正当な理由について「難解な税法の解釈は難し
く，すべての事例に適用できるものでもない。結局，具体的事案に即して判断をしていか
ざるを得ないことになろう。」（34）として林仲宣氏と同様の結論となっており，それぞれの事
例により総合的に判断するべきとの指摘をしている。
結びに代えて
第1章の国税当局の指針で確認してきたとおり，過少申告加算税が課されない場合とは，
申告書が提出された後に新たな法令解釈が明確化され，その解釈が異なることについて法
人側に相当な理由がある。しかしながら，税法の不知若しくは誤解又は事実誤認に基づく
ものはこれに当たらないとしている。さらに，無申告加算税については，申告書の提出が
できなかったことにつきやむを得ない事情があるとしている。
以上のように国税当局の指針について確認してきたが，やむを得ない事情については，
明確化されておらず具体的な事象については判例をもとに総合的に判断せざるを得ないで
あろう。
そこで，具体的に正当な理由が認められなかった事例については，第2章で判例をもと
に検討してきた。そこでは，納税者が行った誤った会計処理については正当な理由はない
としている。さらに，納税者の独自の理解に基づく誤解によるものについては，正当な理
由を認めていない。
また，正当な理由が認められた事例については，第3章の判決をもとに検討してきた。正
当な理由が認められるには，申告書提出前には通達が出ておらず，慣習としての処理方法
に従った場合や税務職員に必要な資料をすべて提出したにもかかわらず誤った指導をされ
た場合に限られるようである。
上記で確認してきた判決については，裁判所ごとに見解が異なることはないので，特に
問題とならないであろう。しかしながら，第4章では，裁判所ごとに正当な理由を認めて
（32）  同上，注31p31
（33）  林仲宣「加算税免除規定における正当な理由と納税者の責任」『税理』51巻6号平成20年5月p79
（34）  岸田貞夫，大野千寿子「過少申告加算税・無申告加算税が賦課されない『正当な理由』」『税理』43巻14号p41
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いる場合と認めていない場合に意見が異なるため検討が必要となった。両裁判ともに解説
書をもとに申告書を提出したにも関わらず，加算税を課せられた部分が争点となった。
平成9年4月25日東京地裁判決，平成11年5月31日東京高裁判決，平成16年7月20日
最高裁判決では，最終的に当該解説書には国税当局の見解が反映されているが，その無利
息貸付については，社会的，経済的に相当する理由があることが前提とする記述があるた
めその無利息貸付については正当な理由は認められなかった。
平成22年12月21日福岡高裁判決，平成24年1月16日最高裁判決，平成25年5月30日
福岡高裁判決（差戻し控訴審）では，複数の解説書に納税者がした会計処理の記載があっ
たが，その会計処理は国税当局の見解ではなく，さらに，国税当局の職員が執筆した中に
は，その会計処理が適法ではないとの指摘もあったことから，正当な理由を認めなかった。
以上のように，正当な理由が認められるためには，解説書に国税当局の見解が反映され
ている必要があり，仮に国税当局の見解がなかったとしても，国税当局に問い合わせする
ことによって，その会計処理について検討することが必要であると考えられよう。
そして，第5章で確認してきたように，過少申告加算税は原則として賦課されると考え
られることから，税法の不知・誤解などで正当な理由が認められることはないと考えられ
る。しかしながら，現行の税法は複雑であり，多くの通説では，必要な資料をすべて提出し
て国税当局の正式回答を求めることには困難であるとの指摘がなされている。
また，正当な理由が認められるためには，①国税当局の正式な回答により誤解し，申告
したために過少申告となってしまったり，②通達等により国税当局の見解が出ていなく，
さらに，慣習での処理方法をした場合に，後になって通達が出たために過少申告になって
しまった場合であると考える。
 （2015.7.18受稿，2015.7.31受理）
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〔抄　録〕
過少申告加算税は原則として課されるものであるが，正当な理由がある場合には例外的
に課されない。この加算税の例外規定について国税当局の方針をみてみると，過少申告加
算税については，法令解釈の誤解・誤認は正当な理由として認めていない。
この国税当局の方針通り，裁判の事例でも誤解・誤認は一貫して正当な理由を認めてお
らず，正当な理由が認められた裁判をみてみると必要な資料を提出したうえで税務職員の
誤指導があった場合や通達が出ていない状況でその会計処理が慣行となっていた場合に限
られている。
しかしながら，下級審と上級審で結論が異なる事例がある。1つ目の事例では，その解説
書が国税当局の見解を反映していると認められたが，その会計処理が合理的ではないため
正当な理由が認められなかった。2つ目の事例では，その会計処理は国税当局の見解では
なく，さらに，国税当局の職員が執筆した中には，その会計処理が適法ではないとの指摘
もあったことから，正当な理由を認めなかった。
このように，正当な理由が認められるためには，①国税当局の正式な回答により誤解し，
申告したために過少申告となって場合，②通達等により国税当局の見解が出ていなく，さ
らに，慣習での処理方法をした場合に，後になって通達が出たために過少申告になってし
まった場合であると考える。
